様式第５号（第８条関係）
年　　月　　日
（宛先）河内長野市長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名

河内長野市がけ地近接等危険住宅移転事業実績報告書
　　　　　　　年　　月　　日付け河内長野市指令　　第　　　　　号で交付決定のあった補助金について、河内長野市がけ地近接等危険住宅移転事業補助金交付要綱第８条の規定により、その実績を次のとおり報告します。
記
　１　現住所
　２　移転先住所
　３　事業区分
　４　着手年月日　　　　　年　　月　　日
　５　完了年月日　　　　　年　　月　　日
　６　交付決定額　　　金　　　　　　　　円
　　　（内訳） 危険住宅の除却、引越等に要する経費　添付書類１
　　　　　　   危険住宅に代わる住宅の建設又は購入及び改修に要する経費　添付書類２
　７　添付書類
　　(1)除却後の跡地及び移転先住宅の写真
　　(2)既存住宅の除却・引越、移転先住宅建設・購入に関する契約書の写し
　　(3)既存住宅の除却・引越、移転先住宅建設・購入に関する請求書の写し
　　(4)借入金の利率及び利子総額を証する金融機関の証明書の写し
　　(5)住所変更後の住民票
　　(6)建築基準法の適合を証明する書類（移転先住宅を建設した場合に限る。）
　　(7)その他市長が必要と認める書類


添付書類1　危険住宅の除却、引越等に要する経費
	種類別
	（除却費）
補助対象事業費
	
	種類別
	（引越等費）
補助対象　事業費
	備考

	1 撤去費
	2 跡地整備費
	計　
①＋②
	
	
	3 動産移転費
	4 仮住居費
	　⑤　その他移転に伴う経費
	計　
③＋④＋⑤
	
	

	木造 ・ 非木造
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	金額
	積算内訳
	金額
	積算内訳
	
	
	
	金額
	積算内訳
	金額
	積算内訳
	金額
	積算内訳
	
	
	

	　
	　
	
	
	
	
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	
	


(注)　(1)見積書の写しを添付すること。
　　　(2)「補助対象事業費」欄は、補助対象限度額を超える場合は限度額をその額とし、その他の場合は事業費総額をその額として記入すること。　なお、「補助対象事業費」の金額に千円未満の端数が生じた場合は、その端数を切り捨てるものとする。
　　　(3)④については、借家の場合は3箇月以内とすること。
　　　(4)⑤については、1万円を限度として計上すること。
　　　(5)撤去費については、構造主要部が木造か非木造かを〇で囲み明記すること。
[bookmark: _GoBack]　　　(6)除却費を①と②の合計、引越等費を③と④と⑤の合計として計上すること。

添付書類2　危険住宅に代わる住宅の建設又は購入及び改修に要する経費
	区分
	工事種類
	工事又は購入金額
	左のうち借入金
	備考

	
	
	
	借入先
	借入金
	利率
	期間
	補助対象事業費
	

	建物
	小計
	円
	　
	円
	％
	　
	円
	　

	土地
	小計
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	合計
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　


(注)　(1)見積書の写し、金融機関の利息計算書、借用証明書等を添付すること。
　　　(2)「補助対象事業費」欄は、補助対象限度額を超える場合は限度額をその額とし、その他の場合は事業費総額をその額として記入すること。　なお、「補助対象事業費」の金額に千円未満の端数が生じた場合は、その端数を切り捨てるものとする。
　　　(3)利率は8.5％を限度とする。　なお、利率が8.5％を超える場合はその利率及び事業費をそれぞれ上段に(　　)書で記入すること。
　　　(4)補助対象事業費は利息総額を記入すること。
